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質問

　北陸新幹線沿線の騒音・振動について、試験走行から１
年、開業から９か月が経過しようとしており、既に解消されてい
なければならない課題と思うが、これまでの経緯と現状、鉄道・
運輸機構の対応と今後の市の対策について伺う。
　北陸新幹線糸魚川駅開業２年目に向けての利用促進策、
また、えちごトキめき鉄道について、発表された上半期の経営
状況と現在の課題について伺う。
　また、バスの利用促進について、過疎化・高齢化地域の路
線維持対策として期待される、路線バスで宅配便を輸送す
る「客貨混載バス」の導入はいかがか。

▼市長答弁
　本年５月から２次測定を実施しており、調査が終了した

地区から順次、騒音・振動の結果が通知されている。今

後、鉄道・運輸機構では音源対策と住宅の防音工事を実施

し、市としては、住民と機構との調整を進め、早期解決に向

けて取り組んでいく。

　北陸新幹線については、北アルプス日本海広域観光連携

会議でワーキングチームを設立し、ＪＲ西日本と協力しなが

ら、利用促進に努めていく。また、えちごトキめき鉄道につ

いて、旅客収入実績では計画額を上回っているが、減価償

却費が大きいことから営業利益が赤字となっている。

　客貨混載バスは、一部の路線で実施している。

質問

ＴＰＰの「大筋合意」について、地域農業への影響を市はど
のように捉えているか。また、糸魚川市の農業の現状について、
今年の米の作柄と台風15号による影響と対応、広域協定組織
の現況と今後の取り組みについて伺う。

▼市長答弁
　当市では、中山間地域が多く、規模拡大や経営の効率化

は容易でないことから、今後、政府が打ち出すＴＰＰ対策を

注視する必要があると考えている。

　上越地域の作況指数はやや良で、コシヒカリの１等米比

率は、10月末現在で72.5％と、県全体より低い結果となっ

た。原因としては、台風15号が大きく影響したものと考えて

おり、今後、関係機関と対策を協議していく。

　広域協定については、多面的機能支払２協定、中山間地

域等直接支払15協定、環境保全型農業直接支払１団体であ

り、今後、これらの各協定を１つにまとめることにより、中山

間地域の農業の推進役を担うことを期待している。

田中 立一
議員

北陸新幹線・えちごトキめき鉄道
及び路線バスについて

農業政策について

質問

⑴「早寝早起きおいしい朝ごはんフォーラム」開催を通した10
年間の課題分析及び今後の取り組むべき行動について
⑵市民総ぐるみのひとみかがやく０歳から18歳までのひとづく
りの今年度までの点検・評価、検証結果を踏まえた施策の
改善・見直しについて
⑶認知症の理解と支える体制づくり及び糸魚川版ＣＣＲＣ※
構想の調査検討について

▼教育長答弁
⑴この10年間で早寝早起きおいしい朝ごはんへの意識は
向上し、特に９歳までの生活リズムは改善傾向にある

が、10歳以上はメディアに取り囲まれた生活になりやす

い家庭が多く、課題と捉えている。今後は、保護者を含

め９歳までの生活リズムの定着を重点的に行い、土台を

つくったうえで、豊かな体験をしてこそ子どもは育つとい

う意識を市民ぐるみでつくり上げる取り組みが必要だと

考えている。

⑵これまでの成果は４点あり、幼稚園・保育園、小学校、中
学校の連携が着実に進んでいること、早寝早起きおいし

い朝ごはん運動が定着してきていること、学校生活を楽

しく送っている子どもが多いこと、地域の行事に参加す

る子どもの割合が高いことである。課題は３点あり、学

力の向上、社会性や道徳性の育成、家庭・地域とのさら

なる連携である。このことを踏まえ、家庭では、生活リズ

ムの定着、愛着形成の育成のための支援、自発的な学習

の定着、また、学校、家庭、地域が連携して取り組みを進

めていくことが重要であり、「子ども一貫教育基本計画」

の見直しを進めている。

▼市長答弁
⑶認知症サポーター養成講座を実施して支援体制の強化
を図るとともに、認知症カフェを通じて認知症に対する
正しい知識の普及啓発を行っている。また、ＣＣＲＣにつ
いては、総合戦略の中で調査を進めていく。

五十嵐 健一郎

教育環境と福祉の充実について
伺います。

議員

ＣＣＲＣ…※ 高齢者が健康なうちに地方へ移り住み、生涯学習や社会貢献に取り組みながら暮らす生活共同体。Continuing Care 
Retirement Community（継続的なケアを提供する高齢者向けコミュニティ）の略。
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質問

　自助、共助、公助の市民理解について、ジオパークの
ユネスコ認定と自然災害教育の促進について伺う。

▼市長答弁
　特に自助・共助の重要性を理解してもらうととも

に、自主防災組織化への取り組みを進めている。

　日本ジオパークネットワークでは、防災も重要な要

素の一つとして取り組んでおり、今回のユネスコ正式

事業化を機に、更に学校や地域と連携をしながら積

極的に取り組んでいく。

質問

　糸魚川地域で取り組むべき農業、林業、漁業、ものづ
くり、環境産業、自然エネルギー産業、観光振興と若者
就労について伺う。

▼市長答弁
　地域資源や環境を最大限に活用するとともに、更な

る資源の掘り起しなどにより、農林水産業の多様化と

持続可能な産業構造への転換を図ることで、雇用の

増加にもつなげていきたい。当市の主要産業である建

設業や製造業においては、近年、人材不足が顕在化し

ていることから、地元企業の魅力を若者に伝えていく

ことが大切であると考えている。

　環境産業や自然エネルギー産業については、現在、

当市での就業者は少なく、まずは産業の育成に取り組

んでいく必要があると考えている。また、観光振興に

ついて、現在、北陸新幹線開業に合わせ、ジオパーク

を核とした交流人口の拡大を目指しているところであ

り、これに伴い、観光産業に関連する若者の就労の増

加を期待している。

田原 　実
議員

糸魚川ジオパークの災害対応について

糸魚川地域の特性をいかした農業、林業、
漁業、ものづくり、環境、自然エネルギー、
観光等地域産業振興と若者就労について

質問

　糸魚川市では過去に大きな災害が幾度も発生し、多
くの尊い命が失われた。最近では防災対策も進み、河
川の氾濫や地滑り等も減少してきたと感じているが、そ
の災害の中には防災対策や防災訓練の難しい、新潟
焼山の噴火や大規模地震がある。
　新潟焼山では10月10日に避難訓練が行われ多くの
課題と、今後の対策も見えてきたと思う。また、大規模地
震では津波に対しての避難訓練が行われてきたが、そ
の他の対策が進んでいないように思う。
　そこで、新潟焼山火山災害対応訓練の成果と反省
点、個人住宅の耐震診断、耐震工事の進捗率について
伺う。

▼市長答弁
　新潟焼山火山災害対応訓練の成果と反省点につい

て、３名が犠牲となった火山災害から40年が経過した

ことから、災害を振り返り、早川地区全域では初めて

となる住民避難訓練を実施し、特に上早川地区では、

住民の約３割が参加した意義は大きかったと考えてい

る。今回の訓練で課題となった情報伝達、避難方法等

を検証し、避難計画に反映するとともに、今後も総合

的な訓練を実施していく。

　個人住宅の耐震診断の実績は、平成18年度から131

件で、このうち耐震改修工事が２件実施されている。

中村 　実
議員

災害対策について

新潟焼山火山災害対応訓練の避難所の様子（10月10日）


